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パナマにおける権利主体としての先住民の動向

近藤　宏（立命館大学先端総合学術研究科）
◆報告の論点：先住民の権利保護のために確立されたコマルカ（Comarca）
の法的規定
コマルカ＝行政地区

・ 境界を確定された土地に対する成員の集合的な使用権・用益権

・ 国家によるその地区を統括する先住民組織(Congreso General)の承認
　　　　報告の目的
先住民の権利を保護するコマルカの存在が、同時にどのような組織を先住民に

もたらしているのかを考察
◆パナマの先住民の現状
　　8つのエスニック・グループ ⇔ 5つのコマルカ
　　【先住民人口（2000年現在）とコマルカ】
	　
	全人口/（人）
	コマルカ
	パナマ
	コマルカ（創設年）

	Ngobe
	142986
	85078
	2383
	Comarca Ngobe-Buglé（1997）

	Buglé 
	15275
	4612
	1102
	

	Kuna
	52797
	27541
	21602
	Comarca Kuna- Yala（1938）
・Madugandí（1996）・Warugandí(2000)

	Emberá
	19422
	5404
	6951
	Comarca Emberá Wounaan(1983)

	Waunaan
	5908
	1100
	1682
	

	Teribe
	2888
	　
	244
	　

	Bokota
	867
	　
	174
	　Naso という一つの集団として活動し、また研究による記述でもＮａｓo　

	Bribri
	2282
	　
	275
	

	　
	242425
	　
	　
	＊パナマ全土の人口：約280万人


　（* 人口・民族名：Censo Nacional de Poblaciòn y Vivienda 14 de Mayo 2000　より作成）
　

　→ コマルカは先住民居住地全てを包括してはいない

◆コマルカ・エンベラ＝ウォウナン（Comarca Emberá=Wownaan）創設の背景
　

　【ダリエン県の人口推移】
	　
	人口
	 人口密度　/Km2

	1950
	14660
	0.87

	1960
	19715
	1.17

	1970
	22685
	1.35

	1980
	26524
	1.58

	1990
	43032
	2.56

	2000
	40,238
	2.39 


ダリエン県
*パナマ運河東部、コロンビアとの国境に面する
*20世紀後半まで、パナマ国内の「辺境」
―先住民と太平洋岸や河口付近の黒人が居住
*70年代後半からのパン・アメリカンハイゥエイ建設
―他地域からの人口流入
　　　　　　　↓
人口が急激に増加している時期にコマルカ創設
（Historia de Dàrien, p.456 より）
◆コマルカ・エンベラ法
· 1983年「ダリエンのコマルカ・エンベラの創設に関する1983年第22号法」
発布
· CemaoとSambuという二つの地区に分かれる ←法的には一つの主体
· 全22条から構成

・先住民が排他的・優先的に使用できる土地の区画（1条）

○国土の分割に関する規定      ・他の選挙区との関係（8、9条）
・その土地の権限の規定（2、3、4、5、19、20条）
○コマルカの運営に関する規定
· コマルカ内の開発プログラム（16条・17条）
16条
「政府は、国家予算の枠組みにおける、コマルカ・エンベラの全体的な行政、投資、開発のための必要性を認める。それらは先住民の権威と連携する相応の機関によって考案された計画に従って実行される。」
17条
「コマルカ・エンベラは共同体のための総合的な開発計画に着手し、計画し実行する。この目的のために、コマルカ当局は政府に対し技術、経済的な支援を要請する。」

· 先住民組織（10条）
10条
「エンベラの人々の意思決定と表明の伝統的に最高位にある機関として、コマルカのコングレソ・ヘネラルを設立する。・・・」　
　→ 先住民自身による意思決定機関の承認・政府機関との交渉
　○コングレソ・ヘネラル（Congreso General）

Congreso General　――　Cacuique General　　 ……全コマルカを統括－「対外関係の代表」
Congrso Regional　 ――　Cacique Regional　　　……地区レベル　
Congreso Local　　 ――　Noko　　　　　　　　　　 ……共同体レベル　　（記載なし）
→ コマルカ・エンベラ法において要職の役割は「カルタ・オルガニカ」によって規定される
　
◆カルタ・オルガニカ（Carta Orgánica）
　＊コングレソ・ヘネラルをはじめとするコマルカを運営する組織の構造・役割、目的など規定
　＊コングレソ・ヘネラルが中心となって草案を準備→内閣による承認という手続き
	　コマルカ法とカルタ・オルガニカ発布年
	コマルカ法
	カルタ・オルガニカ

	Comarca Emberá-Wownaan
	1983
	1999

	Comarca Kuna-Madugandí
	1996
	1998

	Comarca Ngobe-Buglé 
	1997
	1999

	Comarca Kuna-Wargandí
	2000
	2008


　　
＊先住民の意見を代表する組織としてのコングレソ・ヘネラル
↓
コングレソ・ヘネラルの運営を助ける様々な機関の設立……地域の生活を管理する組織
◆カルタ・オルガニカ・エンベラ＝ウォウナン
1999年　「ダリエンのコマルカ・エンベラ＝ウォウナンの行政組織憲章の採択に関する法令」

コングレソ・ヘネラルによるコマルカの運営をサポートする機関の設立
　　→フンタ・ディレクティバ（Junta Directiva） ……コングレソ・ヘネラルの運営をサポート
アドミニストラシオン・ヘネラル（Administración General）……6つの専門部局から構成される
60条
「コングレソ・ヘネラル・エンベラ＝ウォウナンは、コングレソ・ヘネラル、レヒオナルによる決議、措置、企画、計画、プロジェクトを実行し、指導させるため、また、公的機関との実際の連携のために、アドミニストラシオン・ヘネラルを設立する。」
○アドミニストラシオン・ヘネラル
―立案局（Planificación）……政府がコマルカのために行う開発のデザイン・計画の周知
―資源・環境局（Recursos Naturales y Ambiente）……資源利用の監視・保護の促進
―土地と境界局(Tierra y Límite)……コマルカ内の土地分配の調整機関
―文化と教育（Cultura y Educación）……二言語教育プログラム・伝統的生態学的知識の管理
―保健と基本サービス（Salud y Servicios Básicos）……公衆衛生プログラム・伝統的医療の調査
―家族（Familia）……家族の義務や権利の構築　　etc.

＊公的機関との連携―森林資源を利用する開発計画の企画・展開の場面を想定
　　　　　　　　　　　　　　　　　　
カルタ・オルガニカに広くみられるコマルカという組織の規範
＊カルタ・オルガニカ前文におけるコマルカの位置、コングレソ・ヘネラルの位置
　　前文
「この憲章を通じて、文化的な生活の様式と世界観、及び、エンベラ＝ウォウナンが活動するところの環境のバランスと生物多様性の維持に努める、コマルカにおいて創設されている行政機関との永続的で調和した協働体制において、先住民の自治権とエンベラ＝ウォウナンの人々による自主管理が認められる」
　　15条1項（コングレソ・ヘネラルの役割規定）
　「エンベラ＝ウォウナンの文化を考慮した、持続可能性、自然資源と環境の保護に基づく共同体の、文化、社会経済的な開発の方策を、定義し、作成し、構想し、推進し、奨励する。」
＊1998「環境法」
　→パナマ共和国における自然資源利用の枠組みを規定
　　98条
「本法によって、確立されたコマルカおよび先住民保護区の内部における、再生可能な自然資源の持続的かつ伝統的な使用、工面、開発に関するコマルカと先住民の権利を認める。これらの資源は、共和国憲法、本法律、及び以後の共和国法によって確立される、環境保護・環境保全の目的にしたがって、使用されなければならない。」

「カルタ・オルガニカ」の承認――政府機関との連携を強化するための組織の形成
↓
環境保護・生物多様性保護の規範を遵守し、コマルカ内の森林資源を使用・管理する組織
↓
コマルカ内の行政機構の方策の規定を通じて共同体での生活の場面にも反映される可能性
○「土地と境界局」の活動、土地カテゴリーの規定
  　→用途・主体に応じた土地の区分
  85条
a. 家族使用の土地  日常的な生活の糧のための農業を各家庭が行っている場所
ｂ.　共同体使用の土地　そのすべての構成員に対して利益となるあらゆるタイプの活動が、共同体によって要請される場。この土地は、家族的な収穫の対象にすることはできない。
c.　集団使用の土地　共同体において組織された集団の利益のための土地
d.　森林開発のための土地　共同体の構成員の利益となるような森林資源の持続的利用を目的として、コマルカが保存している土地。
e　狩猟・漁労および薬草の利用のための森林　この土地は原理的に、生活を守るために、動物相、植物相そして水の保全を目的としている。
f.　森林再生のための土地　　コマルカによって使用され、森林再生が必要となる土地。これらは、それに応じた機関による権限をもつ、共同体、あらゆるエンベラ、ウォウナンの組織、もしくはそうではない組織の資源開発の対象となる。
　　*世帯主が森林利用の主体となる従来の枠組みとは大きく異なる森林利用の枠組み
　　今回の報告

　論点：集合的な法的主体が、法文上でどのような組織として規定されているか？
　　　*コマルカ・エンベラ法…国家と交渉する、決定機関としてのコングレソ・ヘネラル　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
　　　*カルタ・オルガニカ…コングレソ・ヘネラルの周辺に行政組織を布置
　　　　　　　　　　　　　　　　・国家機関との連携強化
　　　　　　　　　　　　　　　　・コマルカ内の生活への介入

　　→　限定された土地の資源管理・利用する組織としての集合的な法的主体


◆エンベラの現状

コマルカ法、カルタ・オルガニカ
  　→ ＊エンベラを集合的な法的主体として規定
   　  ＊熱帯林資源を、環境保護・生物多様性保護という枠組みの下で使用する組織として規定
                              ↓
 近年、こうした資源利用の組織の枠組みを経済的主体として発展させていく動きがみられる
＊Proyecto Forestal del Rio Tupiza
    ・木材を中心とした持続可能な森林資源利用プログラム（WWFなどの国際機関の指導）
 　   ・河川流域のコミュニティが共同生産組合を組織－ 企業体の創設に向けた重要なステップ
            （Congreso general 2002, 2005, WWF 2005）
＊集合的な法的主体の形成によって、森林利用の主体のほとんどが世帯主だった「伝統的」な森林利用の枠組みにはない、組織や規範が形成されている
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  　　 法令として発布 


　　　　　　　↓


・コマルカ法は、カルタ・オルガニカとペアで機能


・憲法・共和国法の枠組みに従う














� スペイン語comarcaには、居住者の有無に関係なく、一つの全体性が確立された土地の中の一つの区画、という意味がある。パナマでは、70年代に、先住民の土地を保護区(reserva)とするか、コマルカとするか、先住民、人類学者、政治家などの間で議論があった。この二つの違いは、保護区は土地だけの問題だが、コマルカには領土内の一区画という意味合いがあるために、行政などの方法によって国家との関係が築かれるという点にあった。（Herlihy 1985, Kali 1989）


�　現在のコマルカの根拠になる法律は1953年に発布された。


� コマルカの外部にある共同体に対する集合的な土地所有を認める法律が2008年12月に発布された。ただし、コマルカ法にあるような組織に関する詳細な規定はない。


�　Ley Por la Cual se Crea La Comarca Emberá de Darién, Ley N.22 8 de noviembre de 1983.


本発表・レジュメでは「コマルカ・エンベラ法」と表記する。


� もともとは、パナマでもっともコマルカの創設が早かったKuna-Yala(1938年に創設)の下で発達した、共同体間の意見を集約する政治組織。1969年、先住民の国家政治システムの参加を促していたオマール・トリホス将軍によって、他の先住民の「教化」を依頼されたKuna-Yalaの首長Estanislado Lopezによってエンベラにもたらされた。エンベラの初代の首相もLopezによって選出・任命された(Herlihy 1986)。


� Directo Por el Cual Se Adopta la Carta Orgánica Administrativa de la Comarca Embera-Wounaan de Darién.


� Ley 41 de juli de 1998 “General de Ambiente de la República de Panamá”


1995年に世界銀行の融資をうけ、この法律の草案がつくられたが、それは


可決されなかった（Valiente 2002）。
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